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(57)【要約】
【課題】電池電圧に応じたマルチモード通信を効率よく
実行でき、主通信手段の停止により電池の充電を開始し
た場合に、ユーザに対して不測の事態を招くことなく、
主通信手段を適切に復帰でき、ユーザの利便性を向上で
きる携帯通信端末を提供する。
【解決手段】第１無線通信手段102が通信中で、電池電
圧が所定値Ｖth4以下のとき、第２無線通信手段202が接
続された場合は、消費電力の多い第１無線通信手段102
を使用停止状態とし、その状態で、電源操作部105aが操
作された場合は、表示手段106に、第１無線通信手段102
を使用可能状態にするのか、電源をオフにするのかの選
択画面を表示したり、あるいは、電池電圧が所定値Ｖth
2を超えた場合は、第１無線通信手段102を使用可能状態
に制御する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の無線通信システムに対応する第１無線通信手段と、
　外部装置を着脱自在に接続可能なインターフェースと、
　該インターフェースに接続された前記外部装置が、第２の無線通信システムに対応し、
かつ前記第１無線通信手段よりも消費電力が少ない第２無線通信手段であるか否かを判定
する判定手段と、
　電池を含む電源部の電池電圧を検出する電池電圧検出手段と、
　前記判定手段により前記第２無線通信手段の接続を判定したとき、前記第１無線通信手
段が通信中で、かつ、前記電池電圧検出手段で検出された前記電池電圧が第１所定値以下
のときは、前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する制御手段と、
　電源のオンおよびオフの操作のための電源操作部と、
　前記制御手段により前記第１無線通信手段を使用停止状態にした状態で、前記電源操作
部が操作されると、前記第１無線通信手段を使用可能状態にするか、または電源をオフす
るかを選択する画面を表示する表示手段と、
　を有することを特徴とする携帯通信端末。
【請求項２】
　前記電池が充電中か否かを検出する検出部を備え、
　前記第１無線通信手段を使用可能状態にすることが選択されると、前記制御手段は、前
記第１無線通信手段を使用可能状態に制御し、
　前記表示手段は、前記検出部が充電中を検出している状態で、前記電池電圧検出手段で
検出された前記電池電圧が前記第１所定値よりも高い第２所定値以下の場合、当該充電が
中止されると前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する旨を表示する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の携帯通信端末。
【請求項３】
　前記表示手段は、前記検出部が充電中を検出している状態で、前記電池電圧検出手段で
検出された前記電池電圧が前記第２所定値を超える場合、当該充電が中止されても前記第
１無線通信手段を使用停止状態に制御しない旨を表示する、
　ことを特徴とする請求項２に記載の携帯通信端末。
【請求項４】
　第１の無線通信システムに対応する第１無線通信手段と、
　外部装置を着脱自在に接続可能なインターフェースと、
　該インターフェースに接続された前記外部装置が、第２の無線通信システムに対応し、
かつ前記第１無線通信手段よりも消費電力が少ない第２無線通信手段であるか否かを判定
する判定手段と、
　電池を含む電源部の電池電圧を検出する電池電圧検出手段と、
　前記判定手段により前記第２無線通信手段の接続を判定したとき、前記第１無線通信手
段が通信中で、かつ、前記電池電圧検出手段で検出された前記電池電圧が第３所定値以下
のときは、前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段により前記第１無線通信手段を使用停止状態にした状態で、前記電池電圧
検出手段で検出された前記電池電圧が前記第３所定値よりも高い第４所定値を超えると、
前記第１無線通信手段を使用可能状態に制御することを特徴とする携帯通信端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯通信端末に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、移動体通信システムとして、ＰＤＣ(Personal Digital Cellular)、Ｗ－ＣＤＭ
Ａ（Wideband Code Division Multiple Access）、ｃｄｍａ２０００　１ｘ、ＰＨＳ(Per
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sonal Handy-phone System)、無線ＬＡＮ（Local Area Network）、Bluetooth等の種々の
無線通信システムが運用されている。また、ＷｉＭＡＸ（Worldwide Interoperability f
or Microwave Access）などの高速無線通信の規格化も進められている。これらの無線通
信システムは、それぞれに異なった特徴を有する。
【０００３】
　例えば、ＰＨＳは、セルの面積が狭いことから、単位面積辺りの使用可能な端末数を多
く取ることができ、周波数の利用効率が高いという利点を有する。また、ＰＨＳ端末は、
基地局（ＣＳ：Cell Station）を捕捉している間は個別呼び出し信号（ＰＣＨ：Paging C
hannel）のみを受信すれば良く、そのインターバルが長いことから、待ち受け時間が長い
という利点もある。しかしながら、１つのセルがカバーするエリアが狭いため、速い速度
で移動しながら通信を行うと、通信が途切れる可能性が高いという欠点がある。
【０００４】
　これに対し、例えば、Ｗ－ＣＤＭＡは、セルの面積が広いので、広い範囲を高速で移動
しながらの使用が可能である。しかしながら、Ｗ－ＣＤＭＡ端末は、着信監視やセルの信
号レベル監視等においても逆拡散処理等を行うため、待ち受け時間がＰＨＳ端末と比較し
て格段に短くなる。
【０００５】
　さらに、広く利用されているＩＥＥＥ（Institute of Electrical and Electronic Eng
ineers）８０２．１１ｂに代表される無線ＬＡＮは、ホットスポットがコーヒーショップ
や公共施設等に配置されており、最大１１Ｍｂｐｓの通信を行うことができる。しかしな
がら、かかる無線ＬＡＮは、屋内での利用を前提としているため、セル面積は半径１０ｍ
程度と小さい。
【０００６】
　また、最近では、異なる無線通信システムをシームレスに利用可能なマルチモード対応
の携帯通信端末も検討されている。例えば、端末の移動速度に応じて無線通信システムを
切り替えたり、電池残量に基づいて、複数の無線通信システムにおける待ち受け時間の長
短を判断して無線通信システムを切り替えたり、する携帯通信端末が知られている（例え
ば、特許文献１参照）。
【０００７】
【特許文献１】特開２００４－２３５８６３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　従来提案されているマルチモード対応の携帯通信端末は、複数の無線通信システムに対
応する複数の無線通信手段を端末に内蔵することを前提としている。
【０００９】
　一方、上述したようなマルチモード対応の携帯通信端末として、主となる無線通信シス
テム（以下、適宜、主システムとも言う）の無線通信手段は内蔵し、副となる無線ＬＡＮ
やBluetooth等の無線通信システム（以下、適宜、副システムとも言う）の無線通信手段
は、ＳＤカード（Secure Digital card）の挿入やＵＳＢ（Universal Serial Bus）接続
等によって、インターフェースを介して追加する構成のものも考えられる。
【００１０】
　このような構成の携帯通信端末では、副システムはインターフェースを介して追加され
るものであるため、一般に、副システムでの通信に要する消費電力は、主システムでの通
信に要する消費電力よりも少なくなっているが、各々の通信システムは、独立したシステ
ムであることから、同時に通信が実行可能である。このため、特に、電池電圧が低い場合
には、いずれか一方のシステムでの通信であれば可能であったのに、両方のシステムでの
通信が同時に行われたために、電池電圧の電圧降下が生じて、端末の電源がオフし、両方
とも通信できなくなる場合がある。
【００１１】
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　例えば、副システムでブラウジング中に、主システムで電話をかけようと発呼した際、
電源がオフになる場合がある。この場合、副システムより消費電力が多い主システムを起
動しなければ、副システムでのブラウジングを継続できる場合もある。同様に、副システ
ムでブラウジング中に、主システムの電話着信に応答した際、電源がオフになる場合もあ
る。この場合も、副システムより消費電力が多い主システムを起動しなければ、副システ
ムでのブラウジングを継続できる場合もある。
【００１２】
　さらに、副システムでブラウジング中に、主システムがスケジュールに応じてブロード
キャスト／マルチキャストサービス（Broadcast／Multicast Services：以下、適宜、Ｂ
ＣＭＣＳと略記する）のデータ受信を開始したが、ＢＣＭＣＳのデータ受信の途中で、電
源がオフになる場合もある。この場合は、もともとの電池残量が少ないため、ＢＣＭＣＳ
のデータを最後まで取得することは難しく、後でユニキャストによりデータを取得しなけ
ればならなくなるとともに、ブラウジングもやり直しになることは容易に予測できるので
、ユーザが現在使用したいサービスを利用できる方が有益である。この場合は、主システ
ムによるＢＣＭＣＳのデータ受信を控えていれば、端末の電源がオフしないで副システム
でのブラウジングを継続することができる。
【００１３】
　また、上記のように副システムだけ通信している際に、携帯通信端末自体の電源が、ユ
ーザ操作によらず、不意にオフとなった場合は、端末に充電器を接続して電池を充電しな
がら引き続き通信を行おうとすると、主システムの無線通信手段（以下、適宜、主通信手
段とも言う）ではなく副システムの無線通信手段（以下、適宜、副通信手段とも言う）だ
けに電源を供給して、通信を行うことが考えられる。この場合、端末自体の電源はオンに
するが、主通信手段の電源は、ユーザ操作によりオンする方法と、充電開始により自動で
オンする方法とが考えられる。
【００１４】
　しかしながら、前者のように、ユーザ操作によって主通信手段の電源をオンする場合は
、ユーザが電源のオン操作を忘れると、主システムによる着呼等があっても、応答できな
いことになる。また、ユーザによっては、端末に充電器を接続して充電を開始したら、直
ちに主通信手段の電源をオンにして通信を開始したい場合がある。この場合、主通信手段
の電源ボタンを、端末の電源ボタンと共用すると、そのままでは、端末自体の電源をオフ
にしたいのか、主通信手段の電源をオンにしたいのか判断できないことになる。
【００１５】
　これに対し、後者のように、充電開始により自動的に主通信手段および副通信手段の電
源をオンにすると、充電器から供給される電力は、主通信手段および副通信手段でほとん
ど消費されるため、電池の充電に長時間を要することになる。このため、電池電圧が所定
の電圧に達する前に、ユーザが何らかの理由で、充電器を抜いてしまうと、また直ぐに端
末の電源がオフしてしまうことになる。
【００１６】
　このように、副通信手段を追加可能な携帯通信端末では、電池電圧により、主通信手段
の動作によって、端末自体の電源がオフすることがある。また、この場合、電池の充電を
開始すると、主通信手段の復帰操作を忘れて着呼等に応答できなくなったり、あるいは、
主通信手段を復帰させても、充電を中断すると、再び端末自体の電源がオフしてしまった
りする等、ユーザに対して不測の事態を招くことが懸念される。
【００１７】
　したがって、かかる点に鑑みてなされた本発明の目的は、電池電圧に応じたマルチモー
ド通信を効率よく実行できるとともに、主通信手段の停止により電池の充電を開始した場
合に、ユーザに対して不測の事態を招くことなく、主通信手段を適切に復帰でき、ユーザ
の利便性を向上できる携帯通信端末を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
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　上記目的を達成する請求項１に係る携帯通信端末の発明は、
　第１の無線通信システムに対応する第１無線通信手段と、
　外部装置を着脱自在に接続可能なインターフェースと、
　該インターフェースに接続された前記外部装置が、第２の無線通信システムに対応し、
かつ前記第１無線通信手段よりも消費電力が少ない第２無線通信手段であるか否かを判定
する判定手段と、
　電池を含む電源部の電池電圧を検出する電池電圧検出手段と、
　前記判定手段により前記第２無線通信手段の接続を判定したとき、前記第１無線通信手
段が通信中で、かつ、前記電池電圧検出手段で検出された前記電池電圧が第１所定値以下
のときは、前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する制御手段と、
　電源のオンおよびオフの操作のための電源操作部と、
　前記制御手段により前記第１無線通信手段を使用停止状態にした状態で、前記電源操作
部が操作されると、前記第１無線通信手段を使用可能状態にするか、または電源をオフす
るかを選択する画面を表示する表示手段と、
　を有することを特徴とするものである。
【００１９】
　請求項２に係る発明は、請求項１に記載の携帯通信端末において、
　前記電池が充電中か否かを検出する検出部を備え、
　前記第１無線通信手段を使用可能状態にすることが選択されると、前記制御手段は、前
記第１無線通信手段を使用可能状態に制御し、
　前記表示手段は、前記検出部が充電中を検出している状態で、前記電池電圧検出手段で
検出された前記電池電圧が前記第１所定値よりも高い第２所定値以下の場合、当該充電が
中止されると前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する旨を表示する、
　ことを特徴とするものである。
【００２０】
　請求項３に係る発明は、請求項１または２に記載の携帯通信端末において、
　前記表示手段は、前記検出部が充電中を検出している状態で、前記電池電圧検出手段で
検出された前記電池電圧が前記第２所定値を超える場合、当該充電が中止されても前記第
１無線通信手段を使用停止状態に制御しない旨を表示する、
　ことを特徴とするものである。
【００２１】
　さらに、上記目的を達成する請求項４に係る携帯通信端末の発明は、
　第１の無線通信システムに対応する第１無線通信手段と、
　外部装置を着脱自在に接続可能なインターフェースと、
　該インターフェースに接続された前記外部装置が、第２の無線通信システムに対応し、
かつ前記第１無線通信手段よりも消費電力が少ない第２無線通信手段であるか否かを判定
する判定手段と、
　電池を含む電源部の電池電圧を検出する電池電圧検出手段と、
　前記判定手段により前記第２無線通信手段の接続を判定したとき、前記第１無線通信手
段が通信中で、かつ、前記電池電圧検出手段で検出された前記電池電圧が第３所定値以下
のときは、前記第１無線通信手段を使用停止状態に制御する制御手段と、を備え、
　前記制御手段により前記第１無線通信手段を使用停止状態にした状態で、前記電池電圧
検出手段で検出された前記電池電圧が前記第３所定値よりも高い第４所定値を超えると、
前記第１無線通信手段を使用可能状態に制御することを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明の携帯通信端末は、第１無線通信手段が通信中で、電池電圧が第１所定値以下あ
るいは第３所定値以下のとき、第２無線通信手段を備える外部装置がインターフェースを
介して接続された場合は、消費電力の多い第１無線通信手段を使用停止状態とする。これ
により、消費電力の少ない第２無線通信手段による通信を実行することができるので、電
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池電圧に応じたマルチモード通信を効率よく実行でき、端末の電源が不意にオフするのを
回避することができる。したがって、例えば、第１無線通信手段によりブラウジングを行
っていた場合には、そのブラウジングを第２無線通信手段に引き継いで実行することが可
能となり、端末の使用時間を長くできる。また、第１無線通信手段が使用停止状態にある
とき、電源操作部が操作された場合は、表示手段に、第１無線通信手段を使用可能状態に
するのか、電源をオフにするのかの選択画面を表示したり、あるいは、電池電圧が第３所
定値よりも高い第４所定値を超える場合は、第１無線通信手段を使用可能状態に自動的に
制御する。したがって、第１無線通信手段の停止により電池の充電を開始した場合に、ユ
ーザに対して不測の事態を招くことなく、第１無線通信手段を適切に復帰でき、ユーザの
利便性を向上できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施の形態について、図を参照して説明する。
【００２４】
　図１は、本発明の一実施の形態に係る携帯通信端末の要部の構成を示す機能ブロック図
である。この携帯通信端末１００は、携帯電話端末で、アンテナ１０１、無線部１０２、
二次電池からなる電池を含む電源部１０３、電源部１０３の電池電圧を計測する電池電圧
検出部１０４、電源部１０３の電池を充電するＡＣアダプタ等の充電器（図示せず）が着
脱自在に接続される充電器接続部１１５、充電器接続部１１５を介して充電器による電池
の充電を検出する充電器検出部１１６、電源操作部である電源ボタン１０５ａを含む入力
キーやタッチパネル等の操作部１０５、ＬＣＤ（Liquid Crystal Display）やＯＥＬ（Or
ganic Electro Luminescence）等の表示部１０６、ＳＤ Ｉ／Ｆ対応カードを挿入するＳ
Ｄ Ｉ／Ｆ１０７、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７へのＳＤ Ｉ／Ｆ対応カードの挿入を検出する外部
スロット検出部１０８、ソフトウェア等を書き込むＲＯＭ１０９およびＲＡＭ１１０、全
体の動作を制御する制御部１１１を有する。
【００２５】
　無線部１０２は、通信事業者が提供する無線通信システムであるｃｄｍａ２０００　１
ｘやＷ－ＣＤＭＡ等の第１の無線通信システム（主システム）に対応する第１無線通信手
段（以下、適宜、主通信手段という）を構成するもので、送信手段および受信手段等を内
蔵し、アンテナ１０１を介して電波の送受信が可能である。ここでは、説明の便宜上、主
システムは、送受信を伴うｃｄｍａ２０００　１ｘ通信（以下、適宜、１ｘ通信と略称す
る）と、ｃｄｍａ２０００　１ｘＥＶ－ＤＯによる通信とを行うものとする。なお、ＢＣ
ＭＣＳ（Broadcast/Multicast Services）は、ｃｄｍａ２０００　１ｘＥＶ－ＤＯにより
データを受信することにより行われる。
【００２６】
　また、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７には、ＳＤ Ｉ／Ｆ対応カードとして、ＳＤ無線カード２００
が挿脱可能である。ＳＤ無線カード２００は、第２の無線通信システム（副システム）に
対応するもので、ＳＤ Ｉ／Ｆ２０１、副システムによる通信を行うため第２無線通信手
段（以下、適宜、副通信手段という）を構成する無線部２０２およびアンテナ２０３、副
システムのソフトウェア等を書き込むＲＯＭ２０４およびＲＡＭ２０５、全体の動作を制
御する制御部２０６を有する。
【００２７】
　このＳＤ無線カード２００は、携帯通信端末１００のＳＤ Ｉ／Ｆ１０７に挿入するこ
とで、携帯通信端末１００と接続されて電源部１０３から電源が供給され、これにより主
システムと独立して副システムによる通信が実行可能となる。したがって、主通信手段と
副通信手段とは、同時に通信を実行することが可能である。ここでは、説明の便宜上、Ｓ
Ｄ無線カード２００は、無線ＬＡＮ通信を行うものとする。
【００２８】
　本実施の形態において、主システムの１ｘ通信中における消費電流は、例えば、復調部
で４０ｍＡ、変調部で最大７０ｍＡ、送信部で最大４５０ｍＡである。したがって、電源
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電圧低下時の電池電圧が、例えば３．４Ｖとすると、このときの消費電力は、３．４×（
４０＋７０＋４５０）＝１９０４（ｍＷ）、となる。これに対し、副無線システムのＳＤ
無線カード２００は、例えば、３．３Ｖで駆動され、無線ＬＡＮ通信時の消費電流は、例
えば送信モードで１１０ｍＡ、受信モードで５０ｍＡである。したがって、消費電力は、
平均電流を８０ｍＡとすると、３．３×８０＝２６４（ｍＷ）、となり、１ｘ通信よりも
少ない。また、１ｘ通信と無線ＬＡＮ通信とを同時に行った場合の無線通信端末１００の
総消費電流は、例えば、７００ｍＡ程度である。
【００２９】
　図２は、図１に示した電源部１０３を構成する電池の放電率－電圧特性の一例を示す図
である。ここでは、主通信手段で着信待ち受けを実行している場合（待ち受け時）、副通
信手段で無線ＬＡＮ通信のみを実行した場合（無線ＬＡＮ使用時）、主通信手段でＢＣＭ
ＣＳのデータ受信のみを実行した場合（ＢＣＭＣＳ時）、主通信手段で１ｘ通信のみを実
行した場合（１ｘ使用時）、主通信手段で１ｘ通信を実行すると同時に、副通信手段で無
線ＬＡＮ通信を実行した場合（１ｘ＋無線ＬＡＮ使用時）を示している。なお、無線ＬＡ
Ｎ使用時には、主通信手段で着信待ち受けを実行している。また、上述の「使用時」とは
、通信を行う状態を示している。
【００３０】
　図２からも明らかなように、電池は、一般に放電率が高くなるほど電圧が低下し、電流
が多いほど電圧降下が多くなる。また、携帯電話端末では、通常、定格３．７Ｖのリチウ
ム－イオン電池を使用しており、１ｘシステムの携帯電話端末の場合には、例えば電池電
圧が３．４Ｖ前後で通信できなくなり、３.３Ｖ以下になると端末自体の電源を自動的に
オフするように設計されている。このため、１ｘシステムの携帯電話端末では、電池残量
をユーザに示すために、電池電圧から電池残量を予測して表示部に１～３灯で表示したり
、電池電圧が３.４Ｖ以下になった場合には「Ｌｏｗ Ｂａｔｔ」を表示したりしている。
【００３１】
　本実施の形態では、電源部１０３に収容する電池として、例えば定格３．７Ｖのリチウ
ム－イオン電池を用い、その電池電圧に対して第１閾値（Ｖth1）、第２閾値（Ｖth2）、
第３閾値（Ｖth3）および第４閾値（Ｖth4）を設定して、それらの閾値と、電池電圧検出
部１０４で検出される電池電圧との比較に基づいて動作を制御する。
【００３２】
　ここで、Ｖth1は、使用限界の電圧である。Ｖth2は、本発明の第２所定値および第４所
定値で、無線ＬＡＮ使用時や待ち受け時に、１ｘ通信を行うと、Ｖth1以下になる電圧で
ある。Ｖth3は、無線ＬＡＮ使用時や待ち受け時に、ＢＣＭＣＳのデータ受信を行うと、
Ｖth1以下になる電圧である。Ｖth4は、本発明の第１所定値および第３所定値で、１ｘ通
信中（１ｘ使用時）や待ち受け時やＢＣＭＣＳのデータ受信に、無線ＬＡＮの通信を行う
と、Ｖth1以下になる電圧である。なお、Ｖth1、Ｖth2、Ｖth3、Ｖth4は、上記概念を示
す電圧であって、実際には、上述したそれぞれの電圧に対して少し高めのマージンを持っ
た電圧（所定値）を使用するのが好ましい。本実施の形態では、Ｖth1＜Ｖth4＜Ｖth3＜
Ｖth2として、これらの閾値を予めＲＯＭ１０９またはＲＡＭ１１０に格納しておく。
【００３３】
　また、電源部１０３の電池電圧は、電池電圧検出部１０４によって常時検出して、制御
部１１１において所要の閾値と比較するか、あるいは、所定の周期で検出して、その検出
した電池電圧をＲＡＭ１１０に更新しながら記憶することにより、制御部１１１において
ＲＡＭ１１０に記憶されている最新の電池電圧と所要の閾値とを比較する。
【００３４】
　次に、本実施の形態に係る携帯通信端末１００の動作例について、図３～図７に示すフ
ローチャートを参照しながら説明する。
【００３５】
　図３は、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７へのカードの挿入検出を含む動作例を示すフローチャート
である。先ず、外部スロット検出部１０８は、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７にカードが挿入された
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か否かを監視する（ステップＳ１０１）。外部スロット検出部１０８がカードの挿入を検
出すると、制御部１１１は、そのカードが無線機能を有する通信カードか否かを判定する
（ステップＳ１０２）。したがって、制御部１１１は、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７に接続された
外部装置が、主システムよりも消費電力が少ない副システムに対応する副通信手段を備え
るかを判定する判定手段も構成する。
【００３６】
　その結果、通信カードでない場合には、例えばメモリカードの場合には、当該メモリカ
ードに対応するシーケンスを動作させる（ステップＳ１０３）。これに対し、ＳＤ無線カ
ード２００の場合には、制御部１１１は、主通信手段が１ｘ通信中（例えば、ブラウジン
グ中）であるか否かの通信状態をチェックする（ステップＳ１０４）。
【００３７】
　ここで、主通信手段が１ｘ通信中であるときは、次に、制御部１１１は、電池電圧検出
部１０４で計測された電池電圧がＶth4以下か否かを判定する（ステップＳ１０５）。そ
の結果、電池電圧がＶth4以下の場合には、制御部１１１は、主通信手段による通信を停
止する旨を表示部１０６に表示し（ステップＳ１０６）、その後、ＳＤ無線カード２００
を抜く等の操作が無ければ（ステップＳ１０７）、１ｘ通信（ブラウジング）のアプリケ
ーションは動作させたまま、主通信手段を使用停止状態とする（ステップＳ１０８）。そ
の後、制御部１１１は、アプリケーションの操作を待って（ステップＳ１０９）、通信を
必要とする操作があると、副システムによる無線ＬＡＮ通信を開始させる。これにより、
主システムの１ｘ通信で実行していたブラウジングを、副システムの無線ＬＡＮで継続す
る（ステップＳ１１０）。
【００３８】
　なお、制御部１１１は、ステップＳ１０４で、主通信手段が１ｘ通信中（使用中）でな
いと判定した場合は、ステップＳ１０９に移行して、副システムの無線ＬＡＮによるアプ
リケーションを実行し、また、ステップＳ１０５で、電池電圧がＶth4を超えている場合
には、ステップＳ１０９に移行して、両システムの独立した同時通信を許可する。また、
制御部１１１は、ステップＳ１０７でＳＤ無線カード２００をＳＤ　Ｉ／Ｆ１０７から抜
く操作をした場合には（ステップＳ１０７のＹｅｓ）、主通信手段によるブラウジングを
継続する。
【００３９】
　このように、本実施の形態に係る携帯通信端末１００は、主通信手段による通信中（ブ
ラウジング中）に、副通信手段が追加された場合は、電池電圧がＶth4以下となった時点
で、主通信手段が通信を行っているアプリケーションは終了せずに、副通信手段に比べて
消費電力の多い主通信手段を使用停止状態として、主通信手段が通信を行っていたアプリ
ケーションを、主通信手段に比べて消費電力の少ない副通信手段に引き継ぐ。これにより
、両方を同時に使用することによって、不意に携帯通信端末１００が使用不能になるのを
防止することができ、ユーザに対して不測の事態を招くことがなくなるとともに、携帯通
信端末１００の使用時間も長くできる。例えば、１ｘ通信と無線ＬＡＮ通信とを同時に行
った場合の無線通信端末１００の総消費電流は、上述したように７００ｍＡ程度なので、
主通信手段を使用停止にすれば、消費電流を７０％以上削減することが可能となる。
【００４０】
　また、ＳＤ無線カード２００は挿入済みで無線ＬＡＮを使用する場合においても、同様
に、ステップＳ１０４以降の処理を行うことにより、副通信手段の通信の開始によって、
携帯通信端末１００が使用不能になるのを防止することができ、同様の効果を得ることが
できる。
【００４１】
　図４は、主通信手段による１ｘ通信と副通信手段による無線ＬＡＮ通信とが同時に行な
われる場合の動作例を示すフローチャートである。先ず、制御部１１１は、電池電圧検出
部１０４で計測された電池電圧がＶth1以下になったか否かを監視して（ステップＳ２０
１）、Ｖth1以下となったら、主通信手段および副通信手段が通信中か否かの通信状態を
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チェックする（ステップＳ２０２）。ここで、主通信手段および副通信手段が通信中にあ
るときは（ステップＳ２０２のＹｅｓ）、制御部１１１は、表示部１０６に主通信手段を
停止させなければならない旨を表示して、主通信手段による通信を停止させて圏外とする
。これにより、消費電力の多い主通信手段は、使用停止状態として、その旨をユーザに通
知する（ステップＳ２０３）。
【００４２】
　その後、制御部１１１は、副通信手段による無線ＬＡＮ通信（例えば、ブラウジング）
が終了したら（ステップＳ２０４）、電池電圧検出部１０４により電池残量をチェックす
る（ステップＳ２０５）。ここでは、主通信手段を停止し、副通信手段も通信していない
ので、待ち受け時の電池電圧と近似するものとする。電池電圧がＶth2以下か否かを判定
する（ステップＳ２０６）。その結果、Ｖth2以下でなければ、制御部１１１は、主通信
手段を自動的にサーチさせて待ち受けを行うか、あるいは、ユーザに主通信手段の通信の
可否を選択させる（図示せず）。図４は、自動的にサーチさせて待ち受けを行う場合を示
し、これにより主通信手段の待ち受けを再開して、その旨をユーザに通知する（ステップ
Ｓ２０７）。なお、制御部１１１は、ステップＳ２０６で、電池電圧がＶth2以下と判定
した場合には、主通信手段を待ち受け状態に復帰させないようにする。また、上述におい
て、待ち受け時の電池電圧と近似するものとして、Ｖth2を用いて説明したが、新たに閾
値を記憶・設定して、その新たな閾値と電池電圧を用いて判定してもよい。なお、ステッ
プＳ２０２において、主通信手段および副通信手段のいずれか一方が通信中の場合は（ス
テップＳ２０２のＮｏ）、その通信中の通信手段のシャットダウンシーケンスを実行する
（ステップＳ２０８）。
【００４３】
　これにより、主通信手段による１ｘ通信と副通信手段による無線ＬＡＮ通信とを同時に
行っている最中に、電池電圧の低下により電源部１０３がオフとなって、両方の通信が同
時に異常終了されることなく、電池電圧がＶth1以下に低下した時点で、消費電力の少な
い副通信手段によるブラウジングを継続することができる。したがって、通信機器として
の機能を最大限利用することができるとともに、携帯通信端末１００の使用時間も長くで
きる。
【００４４】
　図５は、図４において説明した主通信手段による１ｘ通信（音声通話）と副通信手段に
よる無線ＬＡＮ通信（例えば、ブラウジング）とが同時に行なわれる場合に、電池電圧が
Ｖth1以下に低下したとき、主通信手段による音声通話を、消費電力の少ない副通信手段
で実現する場合の動作例を示すフローチャートである。先ず、制御部１１１は、電池電圧
検出部１０４で計測された電池電圧がＶth1以下になったか否かを監視して（ステップＳ
３０１）、Ｖth1以下となったら、主通信手段および副通信手段が通信中か否かの通信状
態をチェックする（ステップＳ３０２）。
【００４５】
　ここで、主通信手段および副通信手段が通信中にあるときは（ステップＳ３０２のＹｅ
ｓ）、制御部１１１は、主通信手段を用いて音声通話を行っている相手先の端末のアドレ
スを参照して（ステップＳ３０３）、副システムでＶｏＩＰ通信が可能か否かを判定する
（ステップＳ３０４）。その結果、相手先端末においてＶｏＩＰ通信が可能な場合には、
制御部１１１は、副システムにより相手先へ発呼する（ステップＳ３０５）。その後、相
手先が応答したら、制御部１１１は、副システムでのＶｏＩＰ通信を開始し（ステップＳ
３０６）、主通信手段は音声通話を終了させて圏外とする。これにより、消費電力の多い
主通信手段を使用停止状態として、その旨をユーザに通知する（ステップＳ３０７）。な
お、制御部１１１は、ステップＳ３０４において副通信手段でＶｏＩＰ通信ができないと
判定した場合や、ステップＳ３０６において相手先が一定時間ＶｏＩＰに応答しない場合
にも、同様にステップＳ３０７を実行する。
【００４６】
　その後、制御部１１１は、副通信手段による無線ＬＡＮ通信（ＶｏＩＰまたはブラウジ
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ング）が終了したら（ステップＳ３０８）、電池電圧検出部１０４により電池残量をチェ
ックする（ステップＳ３０９）。ここでは、主通信手段を停止し、副通信手段も通信して
いないので、待ち受け時の電池電圧と近似するものとする。電池電圧がＶth2以下か否か
を判定する（ステップＳ３１０）。その結果、Ｖth2以下でなければ、制御部１１１は、
主通信手段を自動的にサーチさせて待ち受けを行うか、あるいは、ユーザに主通信手段の
通信の可否を選択させる（図示せず）。図５は、図４の場合と同様に、自動的にサーチさ
せて待ち受けを行う場合を示し、これにより主通信手段の待ち受けを再開して、その旨を
ユーザに通知する（ステップＳ３１１）。なお、制御部１１１は、ステップＳ３１０で、
電池電圧がＶth2以下と判定された場合には、主通信手段を待ち受け状態に復帰させない
ようにする。また、上述において、待ち受け時の電池電圧と近似するものとして、Ｖth2
を用いて説明したが、新たに閾値を記憶・設定して、その新たな閾値と電池電圧を用いて
判定してもよい。なお、ステップＳ３０２において、主通信手段および副通信手段のいず
れか一方が通信中の場合は（ステップＳ３０２のＮｏ）、その通信中の通信手段のシャッ
トダウンシーケンスを実行する（ステップＳ３１２）。
【００４７】
　これにより、主通信手段による音声通話と副通信手段によるブラウジングとを同時に行
っている最中に、電池電圧の低下により電源部１０３がオフとなって、両方の通信が同時
に異常終了されることなく、電池電圧がＶth1以下に低下した時点で、主通信手段による
音声通話を、消費電力の少ない副通信手段で継続することが可能となる。したがって、電
話としての機能を最大限利用することができる。
【００４８】
　図６は、副通信手段を使用して無線ＬＡＮ通信（例えば、ブラウジング）を行っている
ときに、電池電圧がＶth2以下になった場合の動作例を示すフローチャートである。先ず
、制御部１１１は、電池電圧検出部１０４で計測された電池電圧がＶth2になったら（ス
テップＳ４０１）、表示部１０６等によりユーザに主通信手段での待ち受けを終了する旨
を通知する（ステップＳ４０２）。さらに、制御部１１１は、無線部１０２の送信部（図
示せず）への電源供給を終了して、着呼があっても基地局に対してＡｃｋ等のメッセージ
を返信しないなどして、圏外状態として、主通信手段での送信を禁止して使用停止状態と
する(ステップＳ４０３）。
【００４９】
　その後、制御部１１１は、副通信手段でのブラウジングが終了したら（ステップＳ４０
４）、電池電圧検出部１０４により電池残量をチェックする（ステップＳ４０５）。ここ
では、主通信手段を停止し、副通信手段も通信していないので、待ち受け時の電池電圧と
近似するものとする。電池電圧がＶth2以下か否かを判定する（ステップＳ４０６）。そ
の結果、Ｖth2以下でなければ、制御部１１１は、ユーザに主通信手段の待ち受け再開の
有無を選択させ（ステップＳ４０７）、待ち受けの再開が選択された場合には、主通信手
段を自動的に圏内サーチさせて（ステップＳ４０８）、待ち受け状態に復帰させる（ステ
ップＳ４０９）。なお、制御部１１１は、ステップＳ４０６で、電池電圧がＶth2以下と
判定した場合や、ステップＳ４０７で待ち受け再開が選択されなかった場合には、主通信
手段を待ち受け状態に復帰させないようにする。なお、電池電圧がＶth2以上と判定する
と、自動的に主通信手段の待ち受けを再開させるようにしてもよい（図示せず）。また、
上述において、待ち受け時の電池電圧と近似するものとして、Ｖth2を用いて説明したが
、新たに閾値を記憶・設定して、その新たな閾値と電池電圧を用いて判定してもよい。
【００５０】
　この動作例によると、例えば、副通信手段でブラウジング中に、電池電圧がＶth2以下
に低下すると、主通信手段が使用停止状態となるので、待機中の主通信手段がアイドルハ
ンドオフ（基地局切り替え）や着信応答などの送信を伴う処理を開始したことが原因で、
電源部１０３がオフになって、無線通信端末１００が使えなくなることを防ぐことができ
る。これにより、消費電力の少ない副通信手段でのブラウジングを正常に終了させること
ができる。
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【００５１】
　図７は、主通信手段によるＢＣＭＣＳのデータ受信と副通信手段による無線ＬＡＮ通信
（例えば、ブラウジング）とが同時に行われる場合の動作例を示すフローチャートである
。先ず、ＢＣＭＣＳのデータ受信中において、外部スロット検出部１０８は、ＳＤ Ｉ／
Ｆ１０７にカードが挿入されたか否かを監視する（ステップＳ５０１）。外部スロット検
出部１０８がカードの挿入を検出すると、制御部１１１は、そのカードが無線機能を有す
る通信カードか否かを判定する（ステップＳ５０２）。その結果、通信カードでない場合
には、例えばメモリカードの場合には、当該メモリカードに対応するシーケンスを動作さ
せる（ステップＳ５０３）。これに対し、ＳＤ無線カード２００の場合には、制御部１１
１は、電池電圧検出部１０４で計測された電池電圧がＶth4以下になったか否かを監視す
る（ステップＳ５０４）。その結果、Ｖth4以下となったら、制御部１１１は、表示部１
０６に主通信手段を停止させなければならない旨を表示するとともに（ステップＳ５０５
）、主通信手段による通信を停止して、主通信手段を使用停止状態とする（ステップＳ５
０６）。
【００５２】
　その後、制御部１１１は、副通信手段でのブラウジングが終了したら（ステップＳ５０
７）、電池電圧検出部１０４により電池残量をチェックする（ステップＳ５０８）。ここ
では、主通信手段を停止し、副通信手段も通信していないので、待ち受け時の電池電圧と
近似するものとする。電池電圧がＶth2以下か否かを判定する（ステップＳ５０９）。そ
の結果、Ｖth2以下でなければ、制御部１１１は、ユーザに主通信手段による通信再開の
有無を選択させて（ステップＳ５１０）、通信再開が選択された場合には、主通信手段の
通信（待ち受け）を再開する（ステップＳ５１１）。なお、制御部１１１は、ステップＳ
５０９で、電池電圧がＶth2以下と判定した場合や、ステップＳ５１０で主通信手段の通
信再開が選択されなかった場合には、主通信手段を使用停止状態のままとする。なお、電
池電圧がＶth2以上と判定すると、自動的に主通信手段の待ち受けを再開させるようにし
てもよい（図示せず）。また、上述において、待ち受け時の電池電圧と近似するものとし
て、Ｖth2を用いて説明したが、新たに閾値を記憶・設定して、その新たな閾値と電池電
圧を用いて判定してもよい。
【００５３】
　これにより、主通信手段によるＢＣＭＣＳのデータ受信と副通信手段によるブラウジン
グとを同時に行っている最中に、電池電圧の低下により電源部１０３がオフして、両方の
通信が同時に異常終了されることなく、電池電圧がＶth4以下に低下した時点で、消費電
力の少ない副システムによるブラウジングのみは継続することができる。
【００５４】
　上述したように、例えば、ＳＤ Ｉ／Ｆ１０７にＳＤ無線カード２００が挿入された場
合、主通信手段が通信中で、電池電圧がＶth4以下のときは、主通信手段は停止状態（Ｏ
ＦＦ）となる。したがって、このような状態では、主システムによる着呼等に応答できな
いため、ユーザは、充電器接続部１１５にＡＣアダプタ等の充電器（図示せず）を接続し
て電源部１０３の電池を充電し、主通信手段を復帰させる必要がある。
【００５５】
　以下、ＳＤ無線カード２００が挿入されて、主通信手段がＯＦＦとなった場合の主通信
手段の復帰動作について、図８に示すフローチャートおよび図９に示す表示画面例を参照
して説明する。
【００５６】
　先ず、制御部１１１は、充電器検出部１１６の出力に基づいて、充電器接続部１１５に
充電器が接続されて、電池の充電が開始されたか否か、すなわち、電池が充電中か否かを
検出し（ステップＳ６０１）、充電が開始されたら、次に、操作部１０５の電源ボタン１
０５ａが操作されたか否かを検知する（ステップＳ６０２）。その結果、電源ボタン１０
５ａが操作されない場合は、制御部１１１は、電池電圧検出部１０４で検出される電池電
圧が、所定値（ここでは、Ｖth2）を超えるのを待って（ステップＳ６０３）、主通信手
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段に電源を供給して、該主通信手段をＯＮにする（ステップＳ６０４）。
【００５７】
　これに対し、制御部１１１は、ステップＳ６０２で、電源ボタン１０５ａの操作を検知
したら、表示部１０６に、図９（ａ）に示すように、主通信手段をＯＮにするか、端末電
源をＯＦＦにするかのメッセージを表示して（ステップＳ６０５）、ユーザに何れか一方
を選択するように促す（ステップＳ６０６）。なお、この状態では、主通信手段はＯＦＦ
で、副通信手段のみが動作しているので、本実施の形態では、さらに、表示部１０６に、
図９（ａ）に示すように、「Low Battery Main System OFF」と表示するとともに、ピク
ト領域のアンテナマーク近傍に「OFF」と表示して、主通信手段は使用できない旨をユー
ザに視覚的に通知する。さらに、ピクト領域には、「Sub」を表示して、副通信手段のみ
が動作している旨をユーザに視覚的に通知する。
【００５８】
　ステップＳ６０６において、端末電源ＯＦＦが選択された場合は、制御部１１１は、端
末の電源をＯＦＦにして（ステップＳ６０７）、充電を継続する。これに対し、主通信手
段ＯＮが選択された場合は、制御部１１１は、主通信手段に電源を供給して、該主通信手
段をＯＮにするとともに（ステップＳ６０８）、表示部１０６には、図９（ｂ）に示すよ
うなメッセージを表示して、ユーザに、充電器を抜くと主通信手段がＯＦＦされる旨を通
知する（ステップＳ６０９）。なお、図９（ｂ）は、主通信手段をＯＮにしても、未だ、
電池電圧が所定値（Ｖth2）に達していないため、上記のメッセージの他に、図９（ａ）
の場合と同様に、主通信手段は使用できず、副通信手段のみが動作している旨も表示する
。
【００５９】
　その後、制御部１１１は、電池電圧検出部１０４で検出される電池電圧が、所定値（Ｖ
th2）を超えるのを検出して（ステップＳ６１０）、表示部１０６へのメッセージ表示を
、図９（ｃ）に示すような内容に切り替えて、ユーザに、充電器を抜いても、主通信手段
が使用できる旨を通知する（ステップＳ６１１）。なお、図９（ｃ）は、ピクト領域にお
いて、アンテナマーク近傍に受信状態を表示し、かつ「Sub」の表示、「Low Battery Mai
n System OFF」の表示を消去することにより、主通信手段がＯＮになって、使用できる状
態にあることを示している。
【００６０】
　以上のように、本実施の形態では、主通信手段よりも消費電力が少ない副通信手段が追
加された場合には、電池電圧に応じて、副通信手段による通信を優先するようにしたので
、電池電圧の低下による主通信手段および副通信手段の異常終了を防止することが可能に
なり、その結果として携帯通信端末１００の待ち受け時間を延長することが可能となる。
また、副通信手段がＯＮとなり、かつ、主通信手段は電池電圧が低いためにＯＦＦとなっ
た状態で充電を開始した場合において、電源ボタン１０５ａが操作されない場合は、直ぐ
には主通信手段をＯＮにせず、電池電圧が、主通信手段および副通信手段の両方が通信を
維持できる電圧に回復した後、主通信手段を自動的にＯＮにする。したがって、主システ
ムでの着呼等に確実に応答することができるとともに、主通信手段が自動的にＯＮした後
は、ユーザが何らかの理由で充電器を抜いたとしても、両通信手段で通信を行うことが可
能となる。
【００６１】
　また、充電開始後、電源ボタン１０５ａが押下された場合は、表示部１０６に、図９（
ａ）に示すような選択画面を表示して、主通信手段をＯＮするか、端末電源をＯＦＦする
かをユーザに選択させる。さらに、主通信手段ＯＮが選択された場合は、電池電圧が所定
値（Ｖth2）を超えるまでは、表示部１０６に、図９（ｂ）に示すようなメッセージを表
示して、充電器を抜かないように注意を促し、電池電圧が所定値（Ｖth2）を超えた場合
は、表示部１０６に、図９（ｃ）に示すようなメッセージを表示して、充電器を抜いても
通信できる旨を通知する。したがって、不意に充電器が抜かれて、主通信手段が再び使用
停止になるのを防止することができる。これにより、ユーザに対して不測の事態を招くこ
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となく、主通信手段を適切に復帰でき、ユーザの利便性を向上することができる。
【００６２】
　なお、本発明は、上記実施の形態にのみ限定されるものではなく、幾多の変形または変
更が可能である。例えば、主通信手段による通信システムは、ｃｄｍａ２０００ １ｘや
ＢＣＭＣＳのデータ受信を行うシステムに限らず、その他の無線通信システムとすること
ができるとともに、副通信手段による副システムも無線ＬＡＮに限らず、主システムと異
なる任意の通信システムとすることができる。また、副通信手段は、一つに限らず、通信
システムの異なる複数の副通信手段を接続可能な場合にも、本発明を有効に適用すること
ができる。また、外部装置も、ＳＤカードに限らず、ＵＳＢ接続される装置等でもよい。
さらに、図８に示した主通信手段の復帰動作では、図９（ａ）～（ｃ）の画面表示に代え
て、あるいは、これらの画面表示とともに、音声やバイブレーション機能を用いて、ユー
ザに同様の通知を行うこともできる。
【図面の簡単な説明】
【００６３】
【図１】本発明の一実施の形態に係る携帯通信端末の要部の構成を示す機能ブロック図で
ある。
【図２】図１に示した電源部を構成する電池の放電率－電圧特性の一例を示す図である。
【図３】図１に示した携帯通信端末の、ＳＤ Ｉ／Ｆへのカードの挿入検出を含む動作例
を示すフローチャートである。
【図４】図１に示した携帯通信端末の、主通信手段による１ｘ通信と副通信手段による無
線ＬＡＮ通信とが同時に行われる場合の動作例を示すフローチャートである。
【図５】図４において、主通信手段の通信を副通信手段で実現する場合の動作例を示すフ
ローチャートである。
【図６】図１に示した携帯通信端末の、副通信手段でブラウジング中に、電池残量がＶth
2以下になった場合の動作例を示すフローチャートである。
【図７】図１に示した携帯通信端末の、主通信手段によるＢＣＭＣＳのデータ受信と副通
信手段による無線ＬＡＮ通信とが同時に行われる場合の動作例を示すフローチャートであ
る。
【図８】図１に示した携帯通信端末の主通信手段の復帰動作例を説明するフローチャート
である。
【図９】図８に示する主通信手段の復帰動作に伴う画面表示例を示す図である。
【符号の説明】
【００６４】
　１００　携帯通信端末
　１０１　アンテナ
　１０２　無線部
　１０３　電源部
　１０４　電池電圧検出部
　１０５　操作部
　１０５ａ　電源ボタン
　１０６　表示部
　１０７　ＳＤ Ｉ／Ｆ
　１０８　外部スロット検出部
　１０９　ＲＯＭ
　１１０　ＲＡＭ
　１１１　制御部
　１１５　充電器接続部
　１１６　充電器検出部
　２００　ＳＤ無線カード
　２０１　ＳＤ Ｉ／Ｆ
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　２０２　無線部
　２０３　アンテナ
　２０４　ＲＯＭ
　２０５　ＲＡＭ
　２０６　制御部

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】
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